
私立高等学校等特別奨学金交付要綱 

 

 

                                      

平成３年６月６日 

                                      ３総学一第１３６号 

                                       総 務 局 長 決 定 

一部改正  平成４年６月11日     ４総学一第１１４号 

一部改正  平成５年６月11日     ５総学一第２３９号 

一部改正  平成６年６月24日     ６総学一第２２２号 

一部改正  平成７年６月27日   ７総学一第２５９号 

一部改正  平成８年６月12日   ８総学一第２３５号 

一部改正  平成９年５月23日    ９総学一第１３６号 

一部改正  平成10年６月５日     10総学一第２０６号 

一部改正  平成11年５月14日     11総学一第１１１号 

一部改正  平成12年５月22日      12総学一第７４号 

一部改正  平成13年３月８日     12総学一第９７１号 

一部改正  平成13年５月21日    13生文私振第９４号 

一部改正  平成15年５月６日  15生文私振第２６３号 

一部改正  平成17年２月２日 16生文私振第１０３９号 

一部改正  平成18年４月21日   18生文私振第１５５号 

一部改正  平成19年６月６日   19生文私振第２６５号 

一部改正  平成20年９月４日   20生文私振第６７７号 

一部改正  平成22年９月10日    22生私振第１５９号 

一部改正  平成23年９月５日    23生私振第７１１号 

一部改正  平成24年５月７日    24生私振第２２５号 

一部改正  平成24年９月27日    24生私振第９２６号 

一部改正  平成25年５月８日    25生私振第２０１号 

                   一部改正  平成26年５月13日    26生私振第３６７号 

                   一部改正  平成26年９月24日    26生私振第８９７号 

一部改正  平成27年５月１日    27生私振第２５７号 

一部改正  平成28年６月３日   28生私振第４４６号 

                                     一部改正  平成29年５月24日    29生私振第４０６号 

        

 

 

 

 

 



第１ 目 的 

  この要綱は、私立高等学校（全日制課程及び定時制課程）、私立特別支援学校の高等部、私立高等専

門学校（第１学年から第３学年まで）、私立中等教育学校後期課程及び私立専修学校高等課程（修業

年限が１年６月の場合で、補助事業実施年度の修業年限が１年に満たないときは補助対象から除く。）

（以下「私立高等学校等」という。）への修学に係る都民の授業料負担を軽減し、その修学を容易に

することを目的とする私立高等学校等特別奨学金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事

項を定めるものとする。 

第２ 交付対象 

    この要綱による補助金の交付対象は、公益財団法人東京都私学財団（以下「財団」という。）とする。 

第３ 補助対象経費 

  補助金の交付対象とする経費は、次の事業に要する経費とする。 

１ 財団が行う私立高等学校等授業料軽減助成事業に要する経費のうち次の基準に基づき助成した

経費 

（１）都内の私立高等学校等の設置者が生徒の保護者に対して行う授業料軽減に対する助成、又は

都内及び都外の私立高等学校等に在学する生徒の保護者に対して行う授業料軽減に対する助成

であること。 

 （２）（１）の授業料軽減は、次のアからエまでの要件を満たす者を対象としたもので、その補助

金額は、別表に定めるところにより決定する。ただし、この補助金額は、学校法人等に納め

る授業料（減免措置等により授業料が減額されている場合は、当該減額後の授業料）の範囲

内で、高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成２２年法律第１８号）に規定する高

等学校等就学支援金（以下「就学支援金」という。）又は高等学校等修学支援事業費補助金（学

び直しへの支援）交付要綱（平成２６年４月１日付２５文科初第１４４６号）に規定する高

等学校等学び直し支援金（以下「学び直し支援金」という。）と合算して生徒一人当たり４４

２，０００円以内とする。 

ア 補助事業実施年度の申請時に私立高等学校等の生徒の保護者であること。ここでいう保護

者とは、当該生徒を地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２３条第１項第８号及び第２

９２条第１項第８号の扶養親族としている者をいう。 

イ 申請時において当該生徒の学費を負担している者であること。ただし、生徒本人が世帯主

で授業料を現に負担している場合は、生徒本人を含める。 

   ウ 補助事業実施年度の５月１日以降申請時まで引き続いて、生徒及びその保護者が都内に住

所を有していること。 

エ 別表に定める所得基準等に該当していること。 

 ２ 事務費 

  補助対象事業の実施に必要な経費（財産取得費を含む。）の合算額 

第４ 交付申請書の提出 

財団は、補助金の交付を受けようとするときは、交付申請書（別記第１号様式）に別に定める書類

を添えて知事に提出するものとする。 

第５ 交付の決定及び通知 

知事は、第４に規定する交付申請書の提出があったときは、当該申請書の内容を審査の上、交付の



可否を決定し、その決定の内容及び交付の条件を財団に対して通知する。 

第６ 申請の撤回 

  補助金の交付の決定に際しては、交付決定の内容又はこれに付けた条件に異議がある場合は、当該 

決定通知の受領の日から１４日以内に申請の撤回をすることができる旨を通知するものとする。 

第７ 交付の条件 

    補助金の交付の決定に当たっては、次に掲げる条件を付けるものとする。 

  １ 補助金は、補助対象事業に要する経費に使用し、他の目的に使用してはならないこと。 

  ２ 補助対象事業は、交付年度の４月１日から翌年３月３１日までに完了しなければならないこと。 

 ３ 補助対象事業に係る関係書類を整備し、会計年度終了後５年間保管すること。 

  ４ 知事が東京都職員に、３に規定する書類を調査させた場合又は補助対象事業について報告を命じ

させた場合は、これに応ずること。 

  ５  補助事業の遂行に当たって知り得た事実を、みだりに他に漏らしてはならないこと。 

 ６ 財団は、第４又は第８の規定により提出した書類の内容に錯誤があることが判明した場合は、速

やかにその内容について文書により知事に報告しなければならないこと。 

第８ 実績報告書の提出 

財団は、補助対象事業が完了したときは、実績報告書（別記第２号様式）を知事に提出しなけれ 

ばならない。 

第９ 補助金の額の確定 

知事は、第８の規定による実績報告書が提出されたときは、当該報告書の内容を審査の上、その報 

告に係る補助対象事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付けた条件に適合すると

認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、財団に通知する。 

第 10  交付決定の取消し 

  １ 知事は、補助の決定を受けた財団が次の（１）から（７）までのいずれかに該当した場合は、補

助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

  （１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

  （２） 法令の規定又はこの要綱に基づく命令に違反したとき。 

  （３） この補助金の交付決定の内容又はこれに付けた条件に違反したとき。 

（４） 本要綱に基づく知事の処分若しくは指示に違反したとき。 

  （５） 第４又は第８の規定により提出した書類に、不実の記載があったとき。 

  （６） 第７ ６に規定する報告を受けたとき。 

  （７） その他やむを得ないと認められる特別な事情が生じたとき。 

２ １の規定は、補助対象事業について交付すべき補助金の額の確定があった後にも適用があるもの

とする。 

第 11  補助金の返還 

 １ 知事が、第 10の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部

分に関し、既に補助金が交付されているときは、財団は、知事が指定する期日までに、当該取消額

を返還しなければならない。 

 ２ 知事が、第９の規定により補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交

付されているときは、財団は、知事が指定する期日までに、当該超過額を返還しなければならない。 



第 12 違約加算金及び延滞金 

１ 知事が、第 10 １（１）から（５）までの規定により、補助金の交付の決定の全部又は一部を取

り消した場合において、補助金の返還を命じたときは、財団は、当該補助金の受領の日から納付の

日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、

既納付額を控除した額）につき、年１０．９５パ－セントの割合で計算した違約加算金（１００円

未満の場合を除く｡）を納付しなければならない。 

２ 知事が、財団に対し補助金の返還を命じた場合において、財団がこれを納期日までに納付しなか

ったときは、財団は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき、年１０．

９５パ－セントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く｡）を納付しなければならな

い。 

第 13 財産の管理等 

財団は、補助対象経費により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）に

ついては、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、その効率的運用を図ら

なければならない。 

第 14 財産処分の制限 

１ 財団は、取得財産等について、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第

１５号）を勘案して別に定めた期間内においては、知事の承認を受けないで補助金の交付の目的に

反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し又は廃棄してはならない。 

２ １の場合において、知事の承認を受けて取得財産等を処分することにより収入があったときは、

その収入の全部又は一部を東京都に納付させることができる。 

第 15  留意事項 

   補助対象事業の実施に当たっては、必要に応じ、東京都と協議すること。 

第 16  補  則 

     この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は、東京都補助金等交付規則（昭

和３７年東京都規則第１４１号）に定めるところによる。 

また、補助金の取扱いに関する細目については、財団において別に定める。 

 

 

   附 則 

この要綱は、平成１３年度の補助金から適用する。 

   附 則 

  この要綱は、平成１５年度の補助金から適用する。 

     附 則 

  この要綱は、平成１６年度の補助金から適用する。 

     附 則 

  この要綱は、平成１８年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年度の補助金から適用する。 

   



     附 則 

 この要綱は、平成２０年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年度の補助金から適用する。 

     附 則 

 この要綱は、平成２３年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年度の補助金から適用する。 

     附 則 

 この要綱は、平成２７年度の補助金から適用する。 

      附 則 

 この要綱は、平成２８年度の補助金から適用する。 

      附 則 

 この要綱は、平成２９年度の補助金から適用する 

 



別表（第３関係）

生活保護世帯
１　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に基づく生活保護を受け

　ている者
１４５，０００円

非課税世帯
２　地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に基づく補助事業実施年度

　の住民税が非課税である者
１４５，０００円

均等割世帯
３　地方税法に基づく補助事業実施年度の住民税の課税額が均等割のみ

　である者
１４５，０００円

住民税所得割

（区市町村民

税）５１，３００円

未満世帯

４　地方税法に基づく補助事業実施年度の住民税のうち、保護者とその

　配偶者の区市町村民税所得割額の合算額が５１，３００円未満の者
２０４，４００円

住民税所得割

（区市町村民

税）１５４，５００円

未満世帯

５　地方税法に基づく補助事業実施年度の住民税のうち、保護者とその

　配偶者の区市町村民税所得割額の合算額が１５４，５００円未満の者
２６３，８００円

６　補助事業実施年度の住民税の課税額が、次に掲げる基準に該当する

　こと（上記１から５までに該当する者を除く。）。

(注１)基準税額Ⅰは、配偶者控除があり、１人の所得者の住民税額の場

　合である。

(注２)基準税額Ⅱは、配偶者控除がなく、保護者とその配偶者双方とも

　所得がある場合に、保護者とその配偶者との住民税額を合計した場合

　である。

(注３)申請世帯人員は、保護者とその者の税法上の扶養人員とを加えた

　人員とする。（基準税額Ⅱに該当する場合は、配偶者も世帯人数に含

　めるものとする。）ただし、申請日の属する年の１月２日以降申請時

　までの間に、保護者が死亡等の理由により変更のある場合は、新たな

　保護者にその者の事実上の扶養人員を加えた人員をもって申請世帯人

　員とすることができる。この場合において、住民税課税額は、新たに

　保護者となる者の住民税課税額を基準とする。

３２３，２００円一般世帯

申請世帯人員 １人 ２人 ３人 ４人

基準税額Ⅰ

（一人の場合）

211,600円

以下

263,200円

以下

331,800円

以下

428,100円

以下

基準税額Ⅱ

（夫婦の場合）
-

442,300円

以下

510,900円

以下

607,200円

以下

５人 ６人 ７人 ８人以上

528,000円

以下

539,000円

以下

590,800円

以下

590,800円に１人増すごとに

51,800円を加えた額以下

707,100円

以下

718,100円

以下

769,900円

以下

769,900円に１人増すごとに

51,800円を加えた額以下

 
   

 

 

 

 


